
 

非核三原則の堅持と「核兵器のない世界」の実現に向けた取組の推進を求める件 

 

 

現在、国際社会においては、核兵器をめぐる情勢が一層厳しさを増しており、核軍縮及

び核不拡散に向けた国際的な取組の重要性がこれまで以上に高まっている。 

核兵器の使用は、人道上深刻かつ回復不能な被害をもたらし、国際社会の平和と安全及

び人類の存続に重大な脅威を及ぼすものである。そのため、「核兵器のない世界」の実現

は、世代を超えて取り組むべき極めて重要な課題である。 

唯一の戦争被爆国である我が国は、被爆の実相を国際社会と共有し、核兵器の非人道性

に対する理解を広げる歴史的使命を有している。 

その礎となるのが、核兵器を「持たず、作らず、持ち込ませず」という非核三原則であ

る。非核三原則は、長年にわたり我が国の平和国家としての歩みを支えてきた重要な基本

方針であり、将来にわたって堅持されなければならない。 

政府も、唯一の戦争被爆国として「核兵器のない世界」に向けた国際社会の取組を主導

する考えを示しているが、安全保障環境が厳しさを増す中にあってこそ、我が国には、核

軍縮の現実的かつ具体的な取組を着実に前進させることが求められている。 

よって、国会及び政府におかれては、我が国の平和国家としての歩みを今後も揺るぎな

いものとし、「核兵器のない世界」の実現に向けた取組を一層推進するため、次の事項に

ついて必要な措置を講ずるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 非核三原則を我が国の国是として、将来にわたり堅持すること。 

２ 安全保障関連三文書の改定に当たっては、非核三原則を堅持する方針を明確に示すと

ともに、その取扱いについて国会において丁寧に説明すること。また、非核三原則は国

会決議を経て国民的合意として定着してきたものであることから、その在り方を閣議決

定のみによって変更することのないようにすること。 

３ 唯一の戦争被爆国として、「核兵器のない世界」の実現に向けた国際社会の取組を主

導すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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